
 

図-1 上下浜海岸位置図 

狭い砕波帯をもつ砂浜海岸を遡上する波浪の挙動 
水工学研究室 小川 和真 

指導教員 犬飼 直之 (細山田 得三) 

1.はじめに 

 四方を海に囲まれた我が国は，海岸の勾配が急

で狭い砕波帯を持つ海岸が多く存在し，そのよう

な海岸で水難事故が発生している．新潟県内にお

いても平成 26 年 5 月 4 日に，新潟県上越市柿崎

区上下浜海岸において，突然高い波浪が襲来して

海岸を遡上したことで子供 3 名が海へ流され，救

助に向かった大人 2 名を含め 5 名が死亡する事故

が発生した． 

砕波帯が狭い海岸では汀線付近の海側で急勾

配となる場合が多く，汀線付近で砕波するため波

のエネルギーが減衰することなく陸地へ遡上し，

海中だけでなく，砂浜上にいる人にも被害を及ぼ

す可能性がある．そのため，海浜での水難事故防

止のためにも海中だけでなく陸上を遡上する波

浪の挙動把握が必要不可欠である． 

本研究では，砂浜前面の海底勾配が急で狭い砕

波帯を持つ砂浜海岸を遡上する波浪の挙動の把

握を目的として，上下浜を対象とし，現地調査や

波浪解析，数値計算を実施した． 

そのために，まず当時の波浪情報を得て波浪解

析をおこなった．次に現地調査を実施し，数本の

岸沖方向の測線に沿い砂浜上から汀線沖100m程

度までの標高・水深データを取得した．またUAV
を用いて事故発生時に近い天候・気象時に海岸を

遡上する波浪の挙動を把握した．同時にUAVの取

得画像に現地調査での海底地形情報を加えて海

岸付近の地形データを作成した．その後，作成し

た地形データに事故当時の波浪を入力して波浪

の挙動の数値計算を実施し，事故当時の波浪状況

を水平2次元および鉛直2次元で再現し，海岸を遡

上する波浪の挙動を把握した． 

 

2.事故発生時の海象状況の把握 

 本研究では事故当時の現地波浪を把握するた

め，図-1 に示すように，事故現場から西に 8km に

位置する直江津波浪観測所 1)のデータを用いた．

これによると，事故当時の有義波高は 1.2m，周期

は 7.9 秒であり，波向は NW であった．波高，周

期，波向ともに事故の前後で急激な変化は見受け

られず，比較的安定した波浪状況だったと考えら

れる． 
 次に図-2 に直江津における 5 年間の有義波高と

周期の関係を示す．図-2 より，海域全体で見た場

合，事故時の波高 1.2m はこの海域では高波浪で 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
はないが，この波高に対して周期 7.9 秒程度とい

うのは長めの周期であった．この原因として，事

故当日は現場上空を高気圧が東進しており，これ

により波高はあまり発達しなかったが，吹送距離

が通常よりも長くなる気圧配置であったために

周期が通常よりも大きくなったと考えられる． 
図-3 に有義波高と周期ごとの出現頻度分布を

示す．図-3 に示したように波高帯 1～1.5m に対し
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図-3 直江津における波高と周期の出現頻度分布 

図-2 直江津における有義波高と周期の関係 

（Nowphas 直江津港，平成 19 年度～23 年度） 
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カメラが設置されているDJI Phantom2 Vision Plus 

ては周期 7～8 秒が最も出現頻度が高くなってい

るものの，全体の中では出現頻度は低く，全波浪

の中でも 1/30 程度の出現頻度である．また，波高

帯 1～1.5m の波浪は周期 7 秒以下の波浪が 70%を

占めており，周期 7 秒以上の波浪が 30%程度であ

った． 
以上のことから，事故時の波高 1.2m に対して

周期 7.9 秒は長めの周期であり，出現頻度も低く，

事故当日は特別な波浪状況であったと考えられ

る． 
また本研究では事故発生時の「突然高波浪が発

生し，子供をさらった」という目撃証言から突然

の高波浪の現象の有無を把握するため，直江津波

浪観測所の周波数別解析データを使用し，事故発

生時の波高頻度分布の作成および実現象に近い

波浪の再現を行った． 

事故当日の波高頻度分布の算出には，Longuet 
-Higgins2)の理論を用いた．以下に理論式を示す． 

 

  ������ = �
�
	
	
� �� �−

�
� �

	
	
�

�� �� 

 
ここで，����：確率密度関数，�：波高(m)，�
：平

均波高(m)である． 
 図-4 に作成した波高頻度分布図を示す．図から

事故発生時には波高 0~2.1m 程度までの波浪が発

生し，有義波高 1.2m であっても波高 2.1m 程度の

波浪が発生し得ることがわかった． 

続いて，より事故時に近い波浪を再現するため

に，解析された直江津の周波数別の波高の波形を

合成し，実現象に近い不規則波の再現を行った． 

図-5 に，作成した波形と有義波高の 1 分間の水

位変動を示す．図より，有義波高の波形は 1 周期

ごとに規則的な正弦波となるのに対し，複数の周

波数帯から作成した波形は，最小波高 0.23m から

最大波高 2.08m の範囲で不規則に挙動しているこ

とがわかる． 

 以上のことから，突然高波浪が襲来したという

目撃証言とも合致する．よって，事故発生時の状

況として，低波浪時に被災者が汀線付近へ近づい

ていた時に，最大波に近い波浪が襲来したために，

転倒するなどして流されたのではないかと考え

られる． 

 
3.現地調査による地形および波浪状況の把握 

(1)地形情報の把握 

a)地形データの作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

波浪状況把握と数値シミュレーションで使用

する地形データは平成 26年7月4日と 8月29日，

平成 27 年 1 月 14 日の計 3 回現地調査を実施し,

作成された落合ら 3)のものを使用した．図-6 に現

地で実施した陸上での岸沖方向の 5 本の測量線，

(1) 

図-6 現地での側線位置および番号 

図-4 事故発生時(1 時間)の波高頻度分布 

図-5 周波数別波高から作成した波形と有義波の比較 

図-7 使用した UAV(ドローン) 



 

事故時（平成26年5月4日）：約28m．調査時（平成27年1月14日）：約24m．

40m

測線No.32m

調査時
24m

事故時
27.8m

事故直後
(H26.5.4) 調査時

(H27.1.14)

排水口近くまで波が遡上

図-7 に調査に使用した UAV を示す． 

また，落合ら 3)が作成した格子データは陸域情

報だけであったため，8 月 29 日に取得した水底の

水深変化状況を使用して陸上から汀線沖 100ｍ付

近までの格子地形データを作成した．図-8 に，作

成した陸上と海底を含めた地形格子情報を示す． 

b) 現地海岸の地形的特徴の把握 

図-8 より，汀線から陸上付近では上下および水

平方向に地形の褶曲（ビーチカスプ）があること

がわかる．ここでは特に汀線から 10m 程度陸側お

よび汀線から 20m程度陸側の 2箇所で異なるカス

プが発達している．  

(2) 波浪状況の把握 

a) 調査日と事故日の波浪状況の比較 

 事故時と同様に高気圧が現場上空を東進する

気象状況時の平成 27 年 1 月 14 日に UAV を用い

て上空から波浪状況を把握した．事故当時は有義

波高 1.2m，周期 7.9 秒，波向 NW であったが，調

査時は有義波高 0.96m，周期 7.3 秒，波向 WNW
であった． 

図-9 に，調査時に UAV で撮影した波浪の遡上

距離と事故時の波浪の遡上距離の比較を示す．調

査日の遡上距離は，図中の場所では汀線から最大

24m 程度であった．事故時の遡上距離は報道の映

像から確認すると 28m 程度であり，調査日の遡上

距離は若干低めではあるが，海岸を遡上する波浪

の挙動は定性的には事故時とほぼ同様の波浪状

況ではないかと考えられる． 

b) 波浪状況の把握 

事故時の波浪状況と定性的に同様であること

から，調査時の波浪状況を把握した．図-10 およ

び図-11 に地上および UAV から撮影した波浪の

遡上状況を示す．両図より，波浪が水深の深いカ

スプ地形の窪地へ集中しており，その結果，カス

プの窪地で櫛状の流れの模様となることがわか

る． 

 

4.数値計算による波浪状況の把握 

 本章では，現地の条件にあわせて数値実験を行

い，砂浜を遡上する波浪の挙動を水平 2 次元およ

び鉛直 2 次元で再現し，それぞれの波浪の挙動を

把握した． 

(1) 平面 2 次元数値モデルによる波浪挙動把握 
a) 数値モデルの概要および計算条件 

用いた数値モデルは，波浪の伝播状況および海

浜流の状況を計算することができる修正ブシネ

スク方程式 4)および連続式でそれを陽的に差分し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-8 作成した地形格子情報 

図-11 波浪の遡上状況(UAV) 

図-9 調査日と事故時の波浪の遡上距離の比較 

図-10 波浪の遡上状況(地上) 

(引き波時．カスプ窪地へ流れが集中) 



 

た． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ここで，

は流量，h

(1/21)，g は重力加速度，

いた海底摩擦項である

地形情報は，

査で得た水底の地形情報から作成した地形格子

情報を用いた．格子間隔は

は事故時の波浪条件にあわせるために，波高

周期 7.9 秒の規則波を海岸と反対側の外境界で入

力した． 
b) 計算結果

 図-12に引き波時の水位分布図を示す．図より，

波浪は汀線から

故時の波浪遡上距離は

干小さめの結果となったが定性的には現地の波

浪の遡上の挙動を再現できているのではないか

と考えられる．

また，図

形ではカスプの褶曲の窪地付近へ流れが集中し

櫛状に流下する現象を確認できた．

(2) 鉛直 2 次元数値モデルによる波浪挙動把握

a) 数値モデルの概要および計算条件

 汀線付近から陸上へ遡上する波浪の鉛直方向

の挙動を把握するために

用いて鉛直

CADMAS-SUR
の比較を行い確認済みである．

計算に用いた地形情報は，航空測量から得た地

形情報のうち，事故発生現場と考えられる

おける横軸

ここで，MDxyは砕波減衰項，

h は静水深，η

は重力加速度，

いた海底摩擦項である

地形情報は，UAV からの取得画像および現地調

査で得た水底の地形情報から作成した地形格子

情報を用いた．格子間隔は

は事故時の波浪条件にあわせるために，波高

秒の規則波を海岸と反対側の外境界で入

 
計算結果 

に引き波時の水位分布図を示す．図より，

波浪は汀線から 25m 程度陸上へ遡上している．事

故時の波浪遡上距離は

干小さめの結果となったが定性的には現地の波

浪の遡上の挙動を再現できているのではないか

と考えられる． 
図-12 より，ビーチカスプが発達する地

形ではカスプの褶曲の窪地付近へ流れが集中し

櫛状に流下する現象を確認できた．

次元数値モデルによる波浪挙動把握

数値モデルの概要および計算条件

汀線付近から陸上へ遡上する波浪の鉛直方向

の挙動を把握するために

用いて鉛直 2 次元の数値実験をおこなった．

SURF の再現性については造波実験と

の比較を行い確認済みである．

計算に用いた地形情報は，航空測量から得た地

形情報のうち，事故発生現場と考えられる

おける横軸 30m 付近の褶曲の窪地の岸沖方向の

は砕波減衰項，D

ηは水面変動量，

は重力加速度，τxyはマニング公式を用

いた海底摩擦項である． 

からの取得画像および現地調

査で得た水底の地形情報から作成した地形格子

情報を用いた．格子間隔は 0.2m とした．計算で

は事故時の波浪条件にあわせるために，波高

秒の規則波を海岸と反対側の外境界で入

に引き波時の水位分布図を示す．図より，

程度陸上へ遡上している．事

故時の波浪遡上距離は 28m 程度であり，計算は若

干小さめの結果となったが定性的には現地の波

浪の遡上の挙動を再現できているのではないか

より，ビーチカスプが発達する地

形ではカスプの褶曲の窪地付近へ流れが集中し

櫛状に流下する現象を確認できた．

次元数値モデルによる波浪挙動把握

数値モデルの概要および計算条件

汀線付近から陸上へ遡上する波浪の鉛直方向

の挙動を把握するために CADMAS
次元の数値実験をおこなった．

の再現性については造波実験と

の比較を行い確認済みである． 

計算に用いた地形情報は，航空測量から得た地

形情報のうち，事故発生現場と考えられる

付近の褶曲の窪地の岸沖方向の

D は全水深，

は水面変動量，B は定数

はマニング公式を用

からの取得画像および現地調

査で得た水底の地形情報から作成した地形格子

とした．計算で

は事故時の波浪条件にあわせるために，波高 1.2 m
秒の規則波を海岸と反対側の外境界で入

に引き波時の水位分布図を示す．図より，

程度陸上へ遡上している．事

程度であり，計算は若

干小さめの結果となったが定性的には現地の波

浪の遡上の挙動を再現できているのではないか

より，ビーチカスプが発達する地

形ではカスプの褶曲の窪地付近へ流れが集中し

櫛状に流下する現象を確認できた． 
次元数値モデルによる波浪挙動把握

数値モデルの概要および計算条件 
汀線付近から陸上へ遡上する波浪の鉛直方向

CADMAS-SURF 2D
次元の数値実験をおこなった．なお，

の再現性については造波実験と

計算に用いた地形情報は，航空測量から得た地

形情報のうち，事故発生現場と考えられる図-
付近の褶曲の窪地の岸沖方向の

(2)

(3)

(4)

48m

は全水深，Qxy

は定数

はマニング公式を用

からの取得画像および現地調

査で得た水底の地形情報から作成した地形格子

とした．計算で

1.2 m，

秒の規則波を海岸と反対側の外境界で入

に引き波時の水位分布図を示す．図より，

程度陸上へ遡上している．事

程度であり，計算は若

干小さめの結果となったが定性的には現地の波

浪の遡上の挙動を再現できているのではないか

より，ビーチカスプが発達する地

形ではカスプの褶曲の窪地付近へ流れが集中し

次元数値モデルによる波浪挙動把握 

汀線付近から陸上へ遡上する波浪の鉛直方向

SURF 2D5)を

なお，

の再現性については造波実験と

計算に用いた地形情報は，航空測量から得た地

-6 に

付近の褶曲の窪地の岸沖方向の
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水深変化情報を用いた．地形の状況は図

す．地形情報は水平

り，沖側で事故時の最大波高と考えられる波高

2.08m
線から陸上側への各地点における水位と流速の

時間変動を明らかにするために汀線から

で計測ポイントを設定し，計算を行った．

b) 
 数値計算では事故の目撃証言から，低波高時に

突然高波高の波浪が到達した状況を想定してい

るため，

図-1
の水位変動状況を示す．遡上距離は実際の事故発

生時に約

浪の遡上距離と計算結果に

が，

来した状況を想定して数値計算を行っているも

のの現実的に高波浪到達時に陸上に水塊が存在

(2) 

(3) 

(4) 図

0m

48m

2m

-2m

0m実波浪同様に櫛状の流れ

 

水深変化情報を用いた．地形の状況は図

す．地形情報は水平

り，沖側で事故時の最大波高と考えられる波高

2.08m，周期 8.5
線から陸上側への各地点における水位と流速の

時間変動を明らかにするために汀線から

で計測ポイントを設定し，計算を行った．

b) 計算結果 
数値計算では事故の目撃証言から，低波高時に

突然高波高の波浪が到達した状況を想定してい

るため，第 1 波からの波浪の遡

13 に計算開始から第

の水位変動状況を示す．遡上距離は実際の事故発

生時に約 28m，計算結果で約

浪の遡上距離と計算結果に

，前述したように低波高時に高波高の波浪が襲

来した状況を想定して数値計算を行っているも

のの現実的に高波浪到達時に陸上に水塊が存在

図-13 事故発生場所の岸沖水深変化および波浪到達

・遡上状況

図-14 事故発生場所の汀線付近へ波浪が到達する

状況および流速ベクトル
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水深変化情報を用いた．地形の状況は図

す．地形情報は水平 10cm，鉛直

り，沖側で事故時の最大波高と考えられる波高

8.5 秒の規則波を入力した．また，汀

線から陸上側への各地点における水位と流速の

時間変動を明らかにするために汀線から

で計測ポイントを設定し，計算を行った．

数値計算では事故の目撃証言から，低波高時に

突然高波高の波浪が到達した状況を想定してい

波からの波浪の遡

に計算開始から第 2
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浪の遡上距離と計算結果に

前述したように低波高時に高波高の波浪が襲

来した状況を想定して数値計算を行っているも

のの現実的に高波浪到達時に陸上に水塊が存在

事故発生場所の岸沖水深変化および波浪到達

・遡上状況 

事故発生場所の汀線付近へ波浪が到達する

状況および流速ベクトル

図-12 砂浜上の波浪の挙動

（引き波時．カスプ窪地へ流れが集中）
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，鉛直 5cm
り，沖側で事故時の最大波高と考えられる波高

秒の規則波を入力した．また，汀

線から陸上側への各地点における水位と流速の

時間変動を明らかにするために汀線から

で計測ポイントを設定し，計算を行った．

数値計算では事故の目撃証言から，低波高時に

突然高波高の波浪が到達した状況を想定してい

波からの波浪の遡上状況を把握した．

2 波が汀線に到達する時

の水位変動状況を示す．遡上距離は実際の事故発

，計算結果で約 34m であった．実波

浪の遡上距離と計算結果に 6m 程度の差異がある

前述したように低波高時に高波高の波浪が襲

来した状況を想定して数値計算を行っているも

のの現実的に高波浪到達時に陸上に水塊が存在
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25m 30m 35m

2m

2m

5m

25m

水深変化情報を用いた．地形の状況は図-13 に示

5cm の精度であ

り，沖側で事故時の最大波高と考えられる波高

秒の規則波を入力した．また，汀

線から陸上側への各地点における水位と流速の

時間変動を明らかにするために汀線から 5m 間隔

で計測ポイントを設定し，計算を行った． 

数値計算では事故の目撃証言から，低波高時に

突然高波高の波浪が到達した状況を想定してい

上状況を把握した．

波が汀線に到達する時

の水位変動状況を示す．遡上距離は実際の事故発

であった．実波

程度の差異がある

前述したように低波高時に高波高の波浪が襲

来した状況を想定して数値計算を行っているも

のの現実的に高波浪到達時に陸上に水塊が存在
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秒の規則波を入力した．また，汀

線から陸上側への各地点における水位と流速の

間隔

数値計算では事故の目撃証言から，低波高時に

突然高波高の波浪が到達した状況を想定してい

上状況を把握した． 
波が汀線に到達する時

の水位変動状況を示す．遡上距離は実際の事故発

であった．実波

程度の差異がある
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図-15 水位の時間変化 

図-16 流速の時間変化 

しない状況はあり得ず，低波浪時に存在していた

水塊が影響を及ぼしているためと考えられる．よ

って，計算結果に多少の差異はあるものの，定性

的には実波浪の再現ができていると判断した． 
図-14 に，汀線に計算開始後の第 3 波が汀線に

到達する際の水位分布と流速ベクトルを示す．図

より， 
汀線より陸上へ遡上した波浪が汀線方向へ流下

しており，その上に被さる様に波浪が到達してい

ることがわかる． 
この計算結果を用いて，汀線から陸上側への各

地点における水位と流速の時間変動を把握した． 

図-15 に各点における水位の時間変化を示す．

各点の位置は図-13 に示す通りである．横軸は計

算開始後の経過時間（秒）を示しており， 30 秒

程度で波浪が汀線へ到達し水位の変動が始まっ

ていることがわかる．また，第 1 波の最大水位は

汀線から陸上側 5m 付近で最大 70cm 程度，第 2
波以降では汀線から 5m 地点で 1m 程度，汀線か

ら 10m 地点で 1.3m 程度，それより陸上側で 40cm
程度の水位となる．また，計算開始後 41 秒時，

汀線から 10m 地点で，第 1 波の引き波と第 2 波の

遡上波の位相がこの地点で重なり，水位が著しく

上昇する現象が確認できた． 
以上のことから第 2 波目以降で水位が増大する

理由として，波浪到達時に陸上を遡上・流下する

水塊が存在し，流入する水塊の挙動に少なからず

影響を及ぼしているためと考えられる．また，本

研究では鉛直 2 次元解析のため海浜断面を一様と

して計算をおこなっているが，実際にはカスプ下

端部である褶曲の窪地に周囲の海水が集中する

ため，水位は更に増大すると考えられる． 
図-16 に，各点における水平方向流速の時間変

化を示す．各点の位置は図-13 に示す通りである．

図より，第 1 波の到達直後の流速が最大となり，

毎秒 7m 程度となる．第 1 波の遡上速度が最大と

なる理由として，事前に陸上を遡上・流下する水

塊が存在せず，陸上へ遡上する波浪の運動が低減

されないことによると考えられる．また，遡上時

には波浪の陸上への強い押し込み効果により汀

線から陸上へ 20m 地点まで流速は秒速 7m 程（時

速 25km 程度）となるが，流下時は秒速 3m 程度

である．つまり，汀線上を通過して遡上する水塊

の運動は波浪の周期と連動するが，流下する水塊

の運動は周期とは連動していない． 
また，最大流速が 10m/s 程度の流速は，例えば

津波の場合，越村ら 6)によると，鉄筋コンクリー 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ト造りの家屋が破壊される流速となる．上下浜で

は第 1波の最大水位は 70cm程度であり，加えて，

大きい流速および急勾配の砂浜などの要因より

児童が直立し続けることは非常に困難であった

と考えられる． 

 
5.まとめ 

事故時の海象の特徴として，波高 1.2m に対し

て周期 7.9 秒は比較的長めの周期であることがわ

かった．今回の事故発生原因としては，波高が一

時的に低下した際に汀線付近で遊んでいる時に

襲来した高波浪にさらわれた可能性が高いと考

えられる． 
UAV の航空写真および現地測量結果を用いて

現地の地形データを作成した．また，UAV で撮影

した映像からカスプ地形で遡上する現地の波浪

の挙動を把握した． 

数値シミュレーションでは，現地の最大波高時

の波浪状況を再現し，カスプ地形で遡上する波浪

がカスプの窪地に集中した後に櫛状に流下する

状況を把握した．また，波高 2.08m の波浪が遡上

する速度は最大で秒速 7m 程度であり，水位は汀

線から陸側へ 10mの地点で最大 1.3m程度となる． 
以上のことから，今回の水難事故は海水浴場で

はない砂浜海岸上で発生した事故であり，上下浜



 

のように狭い砕波帯をもつ海岸では，たとえ水中

でない砂浜上であっても，波が急に砂浜を遡上し，

水中へ流出する事もあるので注意が必要である． 
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